
　いますので、　切り離さずに提出してください。
◎この納付書は、３枚１組の複写式となって

上記のとおり領収しました。（納税者保管）
　都税事務所・支庁

億

（電話　　　　　　　　　　　　　　）

口 座 番 号

申告入力

決
定

更
正正告の　　　　　　　　による。　　平成

※
処
理
事
項

再
更
正

・・・殿
支 庁 長

東京都

キ
リ
ト
リ
線

連結法人税個別帰属支払額
法人税の当期の確定税額又は

翌期の中間申告の要否

法人税の所得金額（法人税の明細書（別表４）

対して課された外国法人税額
外国の事業に帰属する所得以外の所得に

海外投資等損失準備金勘定への繰入額

海外投資等損失準備金勘定からの戻入額

損金の額又は個別帰属損金額に算入した

損金の額又は個別帰属損金額に算入した

◯　＋◯　＋◯　＋◯　又は◯　＋◯　＋◯　＋◯　３７ ４０ ４２ ４４ ３８ ４０ ４２ ４４

日から平成

を受けようとする税額
法第１５条の４の徴収猶予

（ 承 認 ） の 有 無
申告期限の延長の処分

決 算 確 定 の 日

（記載しないでください）
※　処　理　事　項

総
数
本
都
総
数
本
都

特別区

市町村

総 数

この申告が中間申告

の場合の計算期間

6

http：
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w
w
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東
京
都
主
税
局
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
ア
ド
レ
ス

６号１Ｐ

0

事
　
　
業
　
　
税

都
　
民
　
税

２

１

有・無

平成　　年　　月　　日まで

平成　　年　　月　　日から

平成　　年　　月　　日

事業税 法人税 有・無

所

得

金

額

の

計

算

県
数

分
割

減

算

所得金額差引計

所得税額

付
加
価
値
割

（
キ
リ
ト
リ
線

資本割

所得割

収 入 金 額

収入金額総額

合計事業税額切
り
取
っ
て
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。
）

◯　
の
内
訳

４９

資
　本
　割
収
　入
　割

付 加 価 値 額

付加価値額総額

所得金額総額

の　金　額
軽減税率不適用法人

計　◯　＋◯　＋◯　３４ ３５ ３６

金　額
年８００万円を超える
８００万円以下の金額
年４００万円を超え年
金　額
年４００万円以下の

自署押印
代 表 者
（ふりがな）

法 人 名

（ふりがな）

所在地と併記
の場合は本店
本都が支店等

所 在 地

（
事
　
業
　
税
）

異 動

平成

２．強制

兆 十億 百万

年 月

◯　２５

◎
合
計
額
欄
の
頭
初
に
は
、　必
ず
￥
の
記
号
を
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。　同
欄
の
訂
正
は
で
き
ま
せ
ん
の
で
ご
注
意
く
だ
さ
い
。　

◯　×　２４

場
合
の
⑧
の
計
算

東
京
都
に
申
告
す
る

青　　　色　・　そ　の　他

国外関連者の有無要・否

十億兆 百万

還

付

請

求

中 間 納 付 額

有・無

円

利 子 割 額

利
子
割
額
に
関
す
る
計
算

千 円

（⑧－⑨－⑩と◯　のうち少ない額）２８

で あ る 場 合 の 納 付 額
既還付請求利子割額が過大

既に還付を請求した
利子割額

控 除 し た 金 額
（控除されるべき額）
利 子 割 額

同上に対する税額

市町村分の課税標準額

◯　×２６ －１００

１００－

円

（電話　　　　　　　　　　　　　　）

◯　２９

◯　３１

◯　３２

兆

◯　３０

十億

◯　２７

◯　２８

◯　２６

百万 千

０ ００

課税事務所

納期限 年
東京都

日月

延 滞 金

過少申告加算金

（⑥又は⑦×－）

００

００

００

００

０

０

十億

十億

兆

兆

百万

百万

算定期間中において事務所

差　　　引　　◯　－◯　２１ ２２

都民税額
この申告により納付すべき

◯　のうち見込納付額２１

均

等

割

額

００

００

同上に対する税額

特別区分の課税標準額

⑯＋⑳

均等割額　　　　⑱－⑲
この申告により納付すべき
当期分の均等割額
既に納付の確定した

等を有していた月数

円×－⑰１２

税割額　　　⑫－⑬－⑭＋⑮

差 引 法 人 税 割 額

この申告により納付すべき法人
である場合の納付額（◯３　２）
既還付請求利子割額が過大
人税割額の控除額

分の法人税割額

（控除した金額◯　）２９

利 子 割 額 の 控 除 額
割額の控除額

外国の法人税等の額の
控除額

租税条約の実施に係る法

既に納付の確定した当期

仮装経理に基づく法人税

００

００

千

千

００
円

円
００

⑧－⑨－⑩－⑪

１００

税率

００ ０

００

００

００

０

０

０

００

００

千

０

０

（　）１００

円

十億兆 百万

十億兆 百万

年

（電話

月

課 税 標 準 と な る 法 人 税 額
又 は 個 別 帰 属 法 人 税 額

法人税額

法 人 税 割 額

計 算 し た 法 人 税 額

退職年金等積立金に係る

還付法人税額等の控除額

法人税法の規定によって

（使途秘匿金税額等）

００

千

００

円
００

００

千
００

００

円

事 業 種 目

自署押印
経理責任者

）

確定

中間
の

⑧

円

◯　２１

◯　２３

◯　２４

◯　２２

⑲

⑳

⑰

⑱
兆 十億

００

０ ００

百万

００

００

千

月

００

⑮

⑯

⑭

⑬

⑫

⑪

⑩

⑨

００

００

００

００

法

人

名
（
東
京
都
の
場
合
）

税 目

０

年

年 度

十百

申告年月日

か
ら

２

月 日

年

年

月

都道府県コード

所

在

地

〒

東 京都

円

円

兆 十億 百万 千

④

⑥

⑦

⑤

②

③

①

０００

０ ００

５０人超

申告書
事項
処理
※　 計

兆 十億

５０人以下 除

百万 千

（
都
　
民
　
税
）

都税事務所長

一連番号封

受付印

法人名

利

平成

組織

分非

年 こ　の　申　告　の　基　礎確認印
発 信 年 月 日

自主

月

事延

日 通 信 日 付 印

資本金

都延 繰 6

法人税の

処理
事項

※　

0

年

整理番号

月

事務所

日 修申

係 区
分

日

法 人 番 号

申 告 年 月 日

申告区分

年 月

◎
法
人
番
号
・
事
業
年
度
・
申
告
区
分
の
記
入
を
確
認
し
て
く
だ
さ
い
。

０５所得割額

◎
合
計
額
欄
の
頭
初
に
は
、　必
ず
￥
の
記
号
を
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。　同
欄
の
訂
正
は
で
き
ま
せ
ん
の
で
ご
注
意
く
だ
さ
い
。　

◎
法
人
番
号
・
事
業
年
度
・
申
告
区
分
の
記
入
を
確
認
し
て
く
だ
さ
い
。

領

収

日

付

印

領

収

日

付

印

１４

年
東京都
　都税事務所・支庁

上記のとおり領収しました。（納税者保管）

◎この納付書は、３枚１組の複写式となって
　いますので、　切り離さずに提出してください。

納期限

課税事務所

合 計 額

月 日

０７

０８

０９

１０

１１

０６

１２

１３不申告加算金

重加算金

付加価値割額

資本割額

収入割額

東京都

返送先
〒

６号１Ｐ

都税事務所・支庁

口 座 番 号

事務所

◎
ゴ
ム
印
に
よ
る
と
き
は
三
枚
と
も
押
し
て
く
だ
さ
い
。法 人 番 号

申 告 区 分

万十百千

日月

事務所
日

ま
で

係

円十百千

（
キ
リ
ト
リ
線
）

加 入 者

６１０

０１

０２

０４

０３

法人税割額

均等割額

延 滞 金

法
人
都
民
税 計

年

年 度

２０

月

税 目

億十百 千

申告年月日

年日から

年 月

月

日

都道府県コード

東 京都
◎
ゴ
ム
印
に
よ
る
と
き
は
三
枚
と
も
押
し
て
く
だ
さ
い
。

申 告 区 分

法 人 番 号

百万 千十百

ま
で日

係

円十

加 入 者

６１０
（キリトリ線）

領収証書◯公領収証書◯公

利子割明
細等確認

入　力
加減算

所

得

割

日までの の
連結事業年度分

益金の額又は個別帰属益金額に算入した

２以上の道府県に事務所又は事業所
を有する法人における課税標準とな
る法人税額又は個別帰属法人税額

◯３　１－◯３　０（⑮）

事業年度又は連結事業年度 事業年度又は連結事業年度

（
キ
リ
ト
リ
線
）

法 人 税 の 申 告 書 の 種 類

）（

事業年度分又は

関与税理士
署名押印

００１２０－９－９６０６１０ ００１２０－９－９６０６１０

加

算

１３０００１ １３０００１

　申告納付は、　必ず期限内に行ってください。　なお、　月末は受付窓口の混雑が予想されますので、　早めの申告納付にご協力ください。

〒
6

上につきぬけるすきまを開ける

2

（記入例）
縦線１本

01 43 5

角をつくる

978 閉じる

中　間
確　定

オレンジ色

（３枚複写）
の
り
し
ろ

関する明細書（右）確定申告書

①はがす

（３枚複写）
オレンジ色

確定申告書の
り
し
ろ

の
り
し
ろ

の
り
し
ろ振替依頼書

還 付 請 求
書 兼 口 座 ②切り離す

確定申告のお知らせ

の
り
し
ろ

キ
リ
ト
リ

（２枚複写）

「
利
子
割
額
の
都
道
府
県
別
明
細
書
」等
を
切
り
離
し
て
か
ら
ご
記
入
く
だ
さ
い
。

金融機関名

預 金 種 目 口 座 番 号

支 店 名

所得金額（法人税の明細書（別表４）の

繰越欠損金額等若しくは災害損失金額又は

当期控除額
債務免除等があった場合の欠損金額等の

◯　３３

◯　４０

◯　４４

◯　４３

◯　４２

◯　４１

◯　３６

◯　３８

◯　３９

◯　３７

◯　３４

◯　３５

◯　４５

◯　５０

◯　５２

資本金等の額

資本金等の額総額

期末現在の資本金等の額
又は連結個別資本金等の額

○所在地及び法人名について

　ない場合があります。

　てください。

　を予定して納付する場合は、

　で記入してください。

　定める予納とみなします。

○当該納付書により、申告書の
　提出前に納付をされた場合は、
　地方税法第１７条の３第１項に

　ず、充当額を差し引いた金額
　税額の各欄にマイナス表示せ

○利子割・予中間還付金の充当

　修正申告である場合に記入し
○申告年月日欄は、この申告が

　場合は、法人名を記入してく
　・法人名が印字されていない

　及び法人名の一部が印字され
　・電算処理の都合上、所在地

控除することができ
なかった金額◯　－◯　２８ ２９

び支払方法
金融機関及
ようとする
還付を受け

　　希望する 　　希望しない

１．通常

利子割額の都道府県別明細書（左）

別表４の４

第６号様式
別表４の４

第６号様式

東京都会計管理者 東京都会計管理者

（電話　　　　　　　　　　　　　　）

法

人

名

所

在

地

〒

利子割額の控除・充当・還付に

（２枚複写）

様式

第９号の２

様式

第９号の２

（法人課税信託に係る受託法人の各事業年度の法人税額を課税標準とする都民税の法人
　税割又は各事業年度の所得に対する事業税については、法人課税信託の名称を併記）　

（法人課税信託に係る受託法人の各事業年度の法人税額を課税標準とする都民税の法人
　税割又は各事業年度の所得に対する事業税については、法人課税信託の名称を併記）　

　（第９号の２様式）

　（第６号様式別表４の４）

利子割還付額の均等割への充当

　ださい。

◯　４６ ◯　４７ ００
十億兆 百万 千 円

◯　４８ ◯　４９

付加価値割

収 入 割

◯　５１

◯　５３

◯　５５◯　５４ ◯　－◯　４９ ５４

差 引

十億兆 百万 千 円

００

００◯　
の
内
訳

５８ ◯　５６

◯　５７

地方法人特別税額
所 得 割 に 係 る

地方法人特別税額
収 入 割 に 係 る

十億兆 百万 千 円

００

００

００合計地方法人特別税額（◯５　６＋◯５　７）

◯　５９

◯　６１

◯　６３

十億兆 百万 千 円

差 引
◯　－◯　６２ ６３

地方法人特別税
事 業 税
都 民 税

◯　７４

◯　７５

都民税
事業税

地方法人特別税

都民税
事業税

地方法人特別税

地方法人特別税額

計（０５～０９）

１５

１６

計（１０～１４）

延 滞 金

過少申告加算金

０５所得割額

１４

合 計 額

０７

０８

０９

１０

１１

０６

１２

１３不申告加算金

重加算金

付加価値割額

資本割額

収入割額

０１

０２

０４

０３

法人税割額

均等割額

延 滞 金

法
人
都
民
税 計

地方法人特別税額

計（０５～０９）

１５

１６

計（１０～１４）

法
人
事
業
税
・
地
方
法
人
特
別
税

法
人
事
業
税
・
地
方
法
人
特
別
税

　法人都民税・事業税及び地方法人特別税の申告書の提出期限が近づきましたので、確定申告書（納付書）用紙を送付します。

　申告書の記載にあたっては同封の「 の地方法人特別税

都民税
事業税

法人税額の特別控除額
試験研究費の額に係る

◯印 ◯印

摘　　　要 税　　　　　額

法　人

法 人 法 人

（
地
方
法
人
特
別
税
）

税率
（　）１００

摘　　　要 税　　　　　額課　　税　　標　　準

課　　税　　標　　準

◯　＋◯　＋◯　－◯　－◯　－◯　６５ ６６ ６７ ６８ ６９ ７０

◯印

００

００

見込納付額
◯　 の う ち４９

◯　 の う ち６２

見込納付額

◯　－◯　－◯　－◯　５８ ５９ ６０ ６１
べき地方法人特別税額
この申告により納付す

既に納付の確定
した当期分の地
方法人特別税額

租税条約の実施に
係る地方法人特別
税額の控除額

税額の控除額
く地方法人特別
仮装経理に基づ

◯　－◯　－◯　－◯　４５ ４６ ４７ ４８
付すべき事業税額
この申告により納
の 事 業 税 額
定した当期分
既に納付の確仮 装 経 理 に

基 づ く 事 業
税額の控除額
租税条約の実
施に係る事業
税額の控除額

法人事業税・地方法人特別税及び

還付請求書兼口座振替依頼書
法人都民税に係る都税還付金等

都
・
法

申告書（第６号様式）記載の手引」を参照してください。

◯　６５

◯　６６

◯　６７

◯　６８

◯　６９

◯　７０

◯　７１

◯　５８

◯　６０

◯　６２

◯　６４

◯　７３

◯　７２

期末現在の資本金の額
又 は 出 資 金 の 額
（解散日現在の資本金の額
又は出資金の額）

5

5

平成　　年　　月　　日解 散 の 日 分配又は引渡しの日
残余財産の最後の 平成　　　年　　　月　　　日

（ ）

分配

　還付処理を速やかに行うため、『法人事業税・地方法人特別税及び法人都民税
に係る都税還付金等還付請求書兼口座振替依頼書』の提出をお願いします。

第
六
号
様
式
　（
提
出
用
）　（
平
成
二
十
三
年
九
月
改
正
）

①＋②＋③－④＋⑤

特別控除額
者の数の増加に係る法人税額の
国際戦略総合特別区域及び雇用

CA００２０N

（３７））又は個別所得金額（法人税の明細
書（別表４の２付表）の（４６））

の（４６））又は個別所得金額（法人税の明細
書（別表４の２付表）の（５２））

１２０３０
－
２０１

mochizuki
楕円

mochizuki
楕円

mochizuki
引き出し線
損金算入した源泉所得税の加算処理

mochizuki
引き出し線
税額控除を行った外国法人税の減算処理

mochizuki
楕円

mochizuki
引き出し線
法人税で税額控除し切れなかった外国法人税の法人税割での税額控除


mochizuki
楕円

mochizuki
引き出し線
利子割の税額控除




